
臨時会で審議した議案等 

議案番号 件  名 概  要 提出者 審議結果 

市議第３３号 伊東市印鑑条例の一部を改正する

条例 

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和

３年法律第４０号）に基づき実施する印鑑登録システム

の標準化に伴う改正で、印鑑登録原票及び印鑑登録証明

書の性別の記載有無について、自治体ごとに選択できる

こととなり、本市においては性的マイノリティへの配慮

から性別記載を廃止するため、登録事項に係る該当項目

を削除するほか、所要の改正を行うもの 

市長 
全会一致

で可決 

市議第３４号 伊東市副市長定数条例の一部を改

正する条例 

昨今の社会情勢の変化及び市が取り組むべき行政課題

の状況並びに突発的に起こる不測の事態に対応するた

め、副市長登用を弾力的かつ柔軟に行う必要があること

から、現行２人と定める副市長の定数を２人以内に改め

るもの 

市長 
全会一致

で可決 

市議第３５号 伊東市職員の勤務時間、休日及び

休暇等に関する条例の一部を改正

する条例 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の

福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進法の一

部を改正する法律（令和６年法律第４２号）の施行に伴

う改正で、育児期の柔軟な働き方を実現するための措置

等について新たに規定するほか、所要の改正を行うもの 

市長 
全会一致

で可決 

市議第３６号 伊東市職員の育児休業等に関する

条例の一部を改正する条例 

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正す

る法律（令和７年法律第５号）の施行に伴う改正で、育

児を行う職員の職業生活と家庭生活の両立をより推進

するため、部分休業制度について拡充を行うもの 

市長 
全会一致

で可決 

市議第３７号 伊東市乳児等通園支援事業の設備

及び運営に関する基準を定める条

例 

子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６

年法律第４７号）により、令和７年４月から児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）において、乳児等通園支

援事業、いわゆるこども誰でも通園制度が創設されたこ

とに伴い、利用乳幼児が心身ともに健やかに育成される

ことを保証するため、本市における乳児等通園支援事業

の設備及び運営に関する最低基準について新たに条例

を制定するもの 

市長 
全会一致

で可決 

市議第３８号 伊東市中小企業及び小規模企業振

興基本条例 

市内の中小企業者及び小規模企業者が、本市経済の発展

に果たす役割の重要性に鑑み、その振興に関して基本理

念を定めることで、市及び中小企業等支援機関の責務、

中小企業者等、金融機関、教育機関等及び市民の役割を

明らかにするとともに、その施策の展開を図ることで中

小企業者等の成長、その事業の持続的発展及び地域経済

の活性化並びに市民生活の向上に寄与することを目的

として、新たに条例を制定するもの 

市長 
全会一致

で可決 

市議第３９号 令和７年度伊東市一般会計補正予

算（第６号） 

歳入において、子育て応援手当支給経費に係る国庫補助

金、歳出において、子育て応援手当の支給に係る経費、

生徒・児童の保護者の負担軽減を図るための給食費相当

分の補助金等として、１億２，８８３万４，０００円を

追加し、財務会計システム更新事業、学校給食センター

調理運搬洗浄業務委託事業等についての債務負担行為

を設定するもの 

市長 
全会一致

で可決 



市選第４号 副市長選任の同意について 近持剛史氏（玖須美元和田）新任 
市長 

全会一致

で選任に

同意 

市議第４０号 令和７年度伊東市一般会計補正予

算（第７号） 

歳入において、物価高騰対策生活支援事業に係る国庫補

助金、歳出において、長引く物価高騰の影響を受けてい

る全市民に対し、一人あたり５，０００円の現金給付を

実施するための経費３億５，０００万円の追加 

市長 
全会一致

で可決 

 

 


